相互依存の日韓関係【12】
日韓国交正常化と対日請求権導入 eq \o\ac(○,上)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1961年5月、軍事クーデターにより政権を掌握した朴正熙は、「祖国の近代化」をキャッチフレーズに経済再建を最大目標に掲げた。革命公約において、「絶望と飢餓線上にある民生食苦を早急に解決し、国家の自立経済再建に総力を傾注する」と宣言した。当時、韓国経済は米国からの援助に依存していた。解放から61年まで米国の対韓援助は31億ドル、55年から61年までの7年間に19億3700万ドルであった。60年の輸出総額が3290万ドルであるから、援助の大きさがわかる。貿易赤字の80%を米国の援助で相殺した。軍事政権誕生以来、米国の対韓援助は削減傾向であったので、62年から始まった経済開発5ヵ年計画の資金源を日本に求めようとした。
朴正熙政権は日韓会談を再開させ、懸案であった請求権問題などについて政治的解決を図った。朴正熙最高会議議長はケネディ大統領の招請を受け訪米途中、61年11月に東京に立ち寄り、池田勇人首相と会談した。朴正熙は、「われわれ革命政府はこの好機を逸することなく、会談が早急に妥結することを希望しております。日本が衷心から韓日問題解決に誠意を見せるならば、たとえば、請求権問題に誠意をみせるならば、われわれは自由党政府のような莫大な金額の請求を要求しません。そればかりでなく、場合によっては、政治的な賠償なども要求しないつもりであります」と述べた。これを受けて、池田は、「全くありがたいお話です。日本としても最大限の誠意と努力を傾注しましょう」と答えた。この池田・朴会談で請求権の処理方式が合意された。

62年10月と11月に朴正熙の委任を受けた金鍾泌中央情報部長が二度にわたり渡日し、大平正芳外相と会談して両者間で請求権についての基本的な合意がなされた。合意内容は、請求権問題解決のために「無償3億ドル、有償2億ドル、民間借款1億ドル以上」の資金を日本が韓国に提供するというものであった。大平・金合意を具体化するために65年4月3日、李東元外務部長官と椎名悦三郎外相との間で最終的な合意に至った。
　日韓両国の間で名目上の問題で対立した。韓国側は‘請求権’を強く主張し、日本側は‘経済協力’を主張した。最終的には両論併記で「財産及び請求権に関する問題解決並びに経済協力に関する大韓民国と日本国との間の協定」として65年6月22日に「日韓基本条約」と他の諸協定と共に調印された。

　韓国政府は「わが民族の血の代価ともいうべき貴重な資金」を有効に使用すべきであるという国内議論を踏まえ、「たとえ少額の金であっても、今日の一文の外貨が明日には何倍にも増加することを考えると、決して少ないものではない。換言すれば、これを効果的に使用すれば自立経済の達成という韓国経済の至上課題を解決することに役立てうる機会となる」として、使用原則を作成した。使用原則は、①請求権資金の恩恵が全国民にくまなく行き渡るような用途に優先的に配分する、②民族と共に長く残るような大規模な事業を起こす、③特定の個人や団体の利権の対象とならないようにする、④多くの国民が建設に参与できる事業を優先的に推進する、というものであった。
　この使用原則に基づいて、四つの重点事業が設定された。第一に、漢江、洛東江および錦江などの三大流域の河川を開発する。長い間苦しめられた洪水と旱魃の災害から脱するため三大河川流域の要所に多目的ダムを建設し、治水と利水の機能を確保する。第二に、漁船、漁具を導入または新造し、水産物共同処理施設を建設する。第三に、鉄道、港湾、船舶等の社会間接資本を拡充し、特定地域を総合的に開発する。第四に、基幹産業を拡充する。産業の近代化の基礎として基幹産業を拡充し、工業化の画期的な転換点とする。

　「請求権資金の運用及び管理に関する法律」が66年2月に制定された。国民個人が持つ対日請求権は請求権資金の運用管理から発生するウォン貨資金から補償した。請求権資金は、無償資金3億ドルと有償資金2億ドルをそれぞれ10年間均分して日本の生産物と役務の導入などで使用された。日韓国交正常化当時の清算勘定負債額4573万ドルと銀行手数料2万ドルは無償資金から均分して差し引いた。66年から75年まで10年間に無償資金の40%は農林水産業など資本財導入に、44%は製造業の原料供給のための原資材導入に、15%は清算勘定の負債に充てた。有償資金の57%は鉱工業部門に、そのうち44%は浦項綜合製鉄建設に充て、社会間接部門に42%、中小企業育成に11%使用した。請求権資金5億ドルは第二次経済開発５ヵ年計画の主要財源として緊要に使用された。

相互依存の日韓関係【13】
日韓国交正常化と対日請求権導入 eq \o\ac(○,中)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第二次経済開発５ヵ年計画は、「産業構造の近代化と自立経済の確立促進」を基本目標とし、その重点政策として、①食糧の自給、山林緑化および水産開発に力を注ぐ。②化学、鉄鋼および機械工業を発展させて工業の高度化を図る一方、工業生産を倍増する。③7億ドルの輸出（このうち商品輸出は5億5000万ドル）を達成し、輸入代替を促進して国際収支改善の基盤を固める。④雇用の増大に努める一方、家族計画の推進によって人口膨張を抑制する。⑤国民所得を増加させる。特に、農業の多角化による農家所得の向上をはかる。⑥科学および経営技術の振興と人的資源の培養によって技術水準と生産性を高める、ことを掲げた。第二次５ヵ年計画の所要額は9800億ウォン（約37億ドル）で、その資金源は、国内調達61.5%（政府22.3%、民間39.2%)、海外調達38.5％で、所要外貨は14億2000万ドルが見積もられた。 
　
請求権資金導入の最初の6年間（1966～71年）に、日本から無償資金・有償資金の合計約3億ドルが導入された。また、日韓経済協力協定締結の際に両国間で交換された公文書によって、上記の無償・有償資金とは別途に3億ドルを超える商業ベースによる民間信用供与があった。さらに、1967年8月に開催された第1回日韓定期閣僚会議において、韓国側から第二次５ヵ年計画の早期達成のため一般プラント2億ドルの信用供与の要請があった。あり、日本側は支払いの延べ払いを承認した。このような民間商業ベースによって、1965年度から1970年度までの6年間に4億4300万ドル相当の船舶、鉄道車両、電気機械、産業機械などが延べ払いで輸入された。

　これらの日本からの導入資金が、第二次経済開発５カ年計画遂行において大きな役割を果たしたことは間違いない。第二次５カ年計画は順調に進行し、期間中の年平均経済成長率は9.7％を達成した。韓国経済はこの期間中に農業を除く各分野で高成長を成し遂げ、中でも製造業は22％の成長率を記録し、輸出伸張の源となった。

産業部門別に使用実績を見ると、 農林部門に無償資金3655万ドル、有償資金231万ドル、合計3886万ドルの対日請求権資金が導入された。農業生産の増大によって農家の所得増進を目的とするものであった。鉱工業部門には無償資金1億6426万ドルと有償資金1億1373万ドルの合計2億7799万ドルが使用された。請求権資金総額5億ドルの55.6％に相当する。韓国政府がいかに鉱工業部門に力を入れていたかがうかがえる。
韓国は70年代に入って、基礎原料または中間財の生産可能な重化学工業の開発に重点をおいた。その一環として、産業連関効果の大きい浦項綜合製鉄工場建設と産業機械工場施設の拡充、鉱業開発などに請求権資金を重点投入した。なかでも、無償資金3080万ドルと有償資金8868万ドルの合計1億1948万ドルを投入して建設した浦項綜合製鉄工場は、第二次５ヵ年計画の主要事業であると共に韓国重工業開発の象徴的な事業と言われた。73年に竣工したこの工場は、粗鋼生産3106万トン(200７年末現在）の規模となり、世界のトップクラスの製鉄工場に成長した。浦項製鉄工場の建設は、輸入に依存していた鉄鋼の国内代替はもちろん、経済的波及効果も大きく、韓国の産業基盤拡大のみならず、国際収支の改善にも寄与した。

一方、中小企業育成のためには2223万ドル相当の資金が投入された。原資材導入には、無償資金1億3283万ドルが配分された。また、科学技術の開発および技術教育振興のために無償資金2013万ドルが充てられ、主として理工系大学（45大学）、専門学校(10校)、実業系高等学校(54校)の技術教育用実験実習用機器の導入に使用された。工業化過程で必要な技術系人材養成への一環であった。社会間接資本の拡充およびその他のサービス部門には無償資金603万ドル、有償資金8397万ドルが使用された。韓国最初の高速道路である京釜高速道路建設に請求権資金689万ドルが使用され、各種機資材導入に充てられた。
　対日請求権資金の導入によって造成されたウォン貨資金は、効率的な管理運営によって1966年から76年まで1642億ウォン（約3億4000万ドル）に上り、農業振興、水産業の近代化、科学技術発展などに寄与した。
産業部門別資金使用実績
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相互依存の日韓関係【14】
日韓国交正常化と対日請求権導入 eq \o\ac(○,下)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
対日請求権資金の導入の背景は日本の韓国に対する補償の意味があった。したがって、対日請求権資金導入に際しては、全国民が恩恵を受けるような事業に投資する必要があった。その一環として請求権資金を経済開発計画に優先的に投入すること、また、対日請求権資金の投資は政府主導で行われるため、純粋な商業借款による海外資本財の国内投資事業が及ばない部門に投資することが決められた。
請求権資金の多くは韓国が当時実施中であった経済開発計画に必要な海外資本の需要に充てられた。特に、新規製品生産および既存の施設の拡充に必要な機械装備施設などの資本財の需要に充てられた。
政府主導のもとで行なわれた請求権資金による投資事業は、民間資本動員が困難な浦項綜合製鉄、江原道の昭陽江多目的ダム、京釜高速道路、港湾など極めて公共性の高い基幹産業の育成およびインフラ整備に集中的に投入された。また、資材導入に当たっては、国内調達が不可能な資材のみにし、国内資材および労働力をできるだけ投入して活用した。　
昭陽江ダムは四大河川流域開発事業の一環として1968 から73 年まで約5 年10ヵ月かけて完成した事業で、洪水調節、用水および電力供給などを目的とする多目的ダムである。同ダム建設に投入された総費用は290 億ウォン、このなかで対日請求権資金によって導入された施設および建設装備などは93 億ウォンで、国内資金の197 億ウォンは政府予算によって賄われた。同ダム建設の完成は、ダム下流地域の洪水防止はもちろん生活用水、工業用水および潅慨用水の供給と水力発電による電力需要に大きく寄与した。昭陽江多目的ダムの形式は砂磯ダム。総貯水容量は東洋最大規模の29 億トンで、漢江水系5ダムの約1.7倍に当たる。さらに同ダムに付設された水力発電所の施設容量は20万㌔ワット。ここで発電される電気は年間3 億5300万㌔ワット 。電力不足の生活環境改善にも寄与した。

　昭陽江多目的ダムの建設は、従来のコンクリート重力ダムではなく、韓国初の砂礫ダムとして特殊な建設工法によって開発された。昭陽江ダム建設工事は対日請求権資金が一部導入された工事であったので、日本工営が設計から施工まで担当した。当初の日本工営の設計ではコンクリート重力ダムとなっていた。日本工営は世界中のダムを建設した実績を持つ権威ある企業である。この工事を落札した現代建設は、落札後発表された資料の設計がコンクリート重力ダムとなっているのを見て驚いた。当時の韓国では、コンクリート重力ダムにすることは最初から不可能な状況であった。鉄筋、セメントは輸入しなければならず、大量の資材を山間僻地まで輸送する運搬費用は膨大である。工事は大損になる。

現代建設の鄭周永社長は、昭陽江ダム建設地周辺に砂利や砂が豊富にあることに気づき、検討の結果、周辺にある土や砂、砂利を利用して砂礫ダムを建設する方がコンクリート重力ダムより経済的であるという結論に達した。戦後建設された高さ100メートルを超えるダムの多くは砂礫ダムが世界的傾向であった。
　世界屈指のダム建設会社日本工営を相手に韓国の一建設会社が論争を仕掛けることは無謀と見られた。コンクリート重力ダムの設計は既に関係部署の承認を受けて確定されていた。発注者の政府関係者も聞き入れなかった。
朴大統領はこの話を聞いて、満水状態でコンクリートダムが北から攻撃を受けて破壊されたら、いったいどうなるのか、と安保の側面から問題の深刻さを提起して再考を指示した。日本工営が現地を再調査した結果、現代建設の提案とおり、安保の側面だけでなく、岩盤の軟弱さ、さらに技術的な面においても砂磯ダムの方が適当であると結論した。
日本工営の久保田豊社長が鄭周永社長を直接訪問し、日本工営関係者の認識不足で過ちがあったということを認め謝罪する一幕もあった。日本工営の威信は全く地に落ちた格好となった。
昭陽江多目的ダムの設計は当初予定のコンクリート重力ダム設計から砂礫ダム設計に変更されたことで、工事費も当初予算より30 ％ほど節減された。昭陽江多目的ダム建設によって毎年繰り返されていた首都圏の洪水被害は軽減し、漢江下流部への水供給が安定化した。
昭陽江多目的ダムの建設は、対日請求権資金を投入した多くの事業の中でも事業評価の面において、または投資効果の面においてもっとも意義のある事業として評価を受けた。
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